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Abstract 
In a super-aging society, we have concerns such as lifestyle-related diseases and increasing medical costs for the 
elderly for local governments. The Ministry of Economy, Trade and Industry (METI) and the Ministry of Health, 
Labor and Welfare (MHLW) have promoted the utilization of health and medical data owned by local 
governments. However, the utilization of health data has not progressed. One of the reasons is that National 
Health database (KDB) data have various formats in each health system, and the lack of human resources capable 
of data cleansing and analysis. In this study, we show the verification of the data format using provided Omaezaki 
City data and confirm the differences by region by data analysis. There are three types of data used: receipts 
(health insurance claims), nursing cares, and medical checkups information.  In addition, a data utilization 
survey was conducted with municipalities in Shizuoka Prefecture to gain an understanding of the current state of 
data utilization. 

１．はじめに

 日本をはじめドイツ，イタリアなど世界各国において人

口高齢化が大きな課題となっている．日本では，65 歳以

上の人口が 3,589 万人となり，総人口に占める割合（高齢

化率）も 28.4％と，超高齢社会に直面している 1)．そこで，

日本では健康データの整備と利活用を進めている 2)．しか

しながら実際にデータを取り扱うには，データ連携や分析

など自治体の負担が大きい．そこで本研究では，医療・介

護・保健の連携データを活用した地域医療課題解決への取

り組みとして，地域医療課題解決型プラットフォーム構築

と分析に向けた取り組みを行う．本研究は公益社団法人ふ

じのくに地域・大学コンソーシアム令和３年度共同研究助

成に採択されており，今年度は御前崎市を対象とし，浜松

医科大学と共同研究を実施した．

２．医療・介護・保健関連データの現状

 現在，世界において，データヘルス事業，特に診療情報

整備，利活用に関して多くの国々が国家レベルで取り組ん

でいる．しかしながら課題を抱えている国が多い．例えば，

英国においては国営医療（National Health Service）の医

療情報化を 2002 年より開始した．システムを稼働し自治

体等にて利用されていたが，一部サービスの遅延発生や，

当初予定していたシステムを完成するためには予算をオ

ーバーしてしまうと算出されるなど，投資した費用に見合

う金銭価値はないと評価され，2011 年にプロジェクトが

解体された 3)．オーストラリアにおいても国民からの信頼

の失墜により，一度はプロジェクトが中止された 4)．これ

らの原因として，個人情報保護とデータ集約基盤に関する

法案整備や現場での抵抗が要因として考えられている 3,5)． 
日本の医療情報化は，2001 年の世界最先端の IT 国家に

5 年以内になることを目指した『e-Japan 戦略』から本格

的に進められるようになった 6)．医療サービスのＩＴ化

（電子カルテ，電子レセプト）が推進され，基盤整備支援

も実施された．個人情報に関連しては，2017 年に医療分

野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する

法律(平成 29 年法律第 28 号)7)が制定され，2018 年に施行

された．研究目的のために医療データを利活用するための

法律であり，医療データ利活用に関する政策につながるも

のである．

現在，日本においては自治体が所有する健康・医療デー

タの活用が望まれている．経済産業省では，経済産業省に

おけるヘルスケア産業政策の概要についてまとめ，HP に

公開している 8)．その中で地域におけるヘルスケア産業の

創出として，地域において，①健康への気づき，②法定健

診への誘導，③結果に関する医師による相談・助言，④リ

スクの大小に応じた対応（予防から医療行為まで）を切れ

目なく提供できる連携体制を整備し，一次・二次・三次予

防の網を張り巡らせていくことが必要であることが示さ

れている．地域関係者（自治体，医療・介護機関，民間事

業者等）の連携を促進し，地域ニーズを踏まえたヘルスケ
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ア産業の創出を後押しするため，「地域版次世代ヘルスケ

ア産業協議会」設置促進をしているが，平成 30 年３月末

時点において全国５ブロック，１８府県，１５市の合計３

８か所にとどまっている．うち地域の医師会が関与する協

議会は，全国２ブロック，７府県，５市のみであり，医師

の知見を反映させた連携体制を作ることは難しいことが

伺える．

また厚生労働省を中心とした「日本再興戦略」（平成 25
年６月 14 日閣議決定）において，「全ての健康保険組合に

対し，レセプト等のデータの分析，それに基づく加入者の

健康保持増進のための事業計画として「データヘルス計画」

の作成・公表，事業実施，評価等の取組を求める」ことを

掲げている 2)．各市町村の HP にて公開されているが，作

成にあたり課題もある．例えば飯山市においては，データ

の収集から分析等県関係者から支援を受けて作成を行な

ったが，業務の実施体制に関する検討には至らなかった 9)．

データヘルス計画書作成にはデータ分析ができる人材確

保と時間が必要である．今後データヘルス計画策定の効果

測定をしていかなければならないと考えられる．

自治体が所有する医療・介護・保健関連データとしては，

主に国保データベース(以下，KDB) 10)と自治体が所有す

る健診時のアンケート結果などである．KDB システムの

全体像を図 1 に示す．KDB システムは，国民健康保険団

体連合会が保険者の委託を受けて行う各種業務を通じて

保有する特定健診・特定保健指導， 医療保険，介護保険

等の情報を集約している．自治体は集約された情報を，保

険者ネットワークを通じて利活用することができる．

図 1 KDB システムの全体像 10)より 

KDB システムで取り扱う情報を図 2 に示す．大きく分

けて，健診，医療，介護の 3 種類のデータがある．データ

の詳細は図 3 に示す． 

図 2 KDB システムで取り扱う情報 10)より 

図 3 KDB システムの主な対象データ 10)より 

KDB の活用事例として，健常から要介護へ移行する中

間の段階であるフレイルに関する事例が多くある 11-13)．

また石川県小松市のKDBデータを用いて健康増進に向け

た健診の効果分析を行った研究では，健診の医療費抑制効

果は，有意な差があったことが明らかになった 14)．年齢階

層別では 65-74 歳，疾患別では，高血圧症，糖尿病，脂質

異常症と生活習慣病に対して有効である．

健康分野以外での活用事例として，KDB から取得でき

る介護度に関するデータを利用し，災害時の避難経路モデ

ルの構築を行なった研究がある 15)．KDB データは個人情

報を含むためオープンデータ化することは難しいが，幅広

い分野での活用が考えられる．

このようにKDBは平成 30年度から提供されているが，

健康分野においては統計情報での活用は行われているも

のの，現場が抱える課題解決に活用するまで至っていない．

国保データヘルス計画支援ツールに対する開発は研究が

進められているが，幅広い自治体が利用できるまでには至

っていない 16)．

 そこで本研究においては，医療・介護・保健関連データ

を連携し分析するプラットフォームを構築し，医師の知見

を反映させながら分析結果を自治体へフィードバックす

ることを目的として実施した．
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３．研究概要とプロジェクト体制

本研究の概要図を図 4 に示す．図に示す医療専門家を浜

松医科大学，本研究における対象とする自治体を御前崎市，

分析を実施する研究者を静岡理工科大学で実施した．研究

打ち合わせは 2,3 ヶ月に 1 回程度の頻度でオンラインと

市役所のハイブリッド形式で実施し，その他データ連携に

関して打ち合わせや作業を御前崎市役所にて実施した．

2021 年度の研究日程を表 1 に示す． 

図 4 研究概要 

表 1 研究日程 
日時 内容

5/11 火 13:00 研究打ち合わせ

5/28 金 9:00 KDB データ連携 
7 /6 火 13:00 研究打ち合わせ

7/28 水 9:00 KDB データ連携 
8/19 木 14:00 研究打ち合わせ

9/30 木 17:00 最新データ受け取り

10/21 木 14:00 研究打ち合わせ

11/26 金 第 26 回 静岡健康・長寿学術フォ

ーラムポスター発表

12/16 木 14:00 研究打ち合わせ

1/24 月〜1/31 月 自治体対象 KDB 活用アンケート 

４．KDB データ連携 
KDB データには大きく分けて 3 種類のデータがある．

これらのデータを全て連携しようとしたところ，1 つの課

題が浮かび上がってきた．それは，75 歳未満と 75 歳以上

でデータが突合できなくなることである．理由として，国

民健康保険制度から後期高齢者医療制度への切り替えに

より，KDB 内で個人を一意に表す KDB 個人番号(国保個

人番号_員番号)が変化してしまうからである．この事象は

対象とした御前崎市だけでなく全てのKDBデータにおい

て発生し，縦断研究を行う場合は注意しなければならない

17)．

 本研究では御前崎市が独自に持つデータを利用して突

合できることを確認した．概要を図 5 に示す．ここでレセ

プトとは，KDB で示す医療に相当する（図 1-3）． 

図 5 KDB データ突合概要 

KDB 内で個人を一意に表す 40~74 歳の KDB 個人番号

は，御前崎市が持つ後期高齢者システムの住民コード，宛

名コードと一致する．このコードは自治体内にて付与され，

複数種類の行政システムで利用される一意の値である．対

象自治体内にて転入転出を繰り返した場合や，後期高齢者

に移行した場合も変化しない．そこで後期高齢者医療制度

被保険者番号を利用し KDB データに住民コード，宛名コ

ードを追加することで，個人を特定することができた．こ

の方式を利用することで 75 歳の境目であっても個人を特

定できるほか，住民が対象自治体内にて転入転出を繰り返

し，KDB 個人番号が複数回変化した場合においても，対

応することが可能である．また KDB データを利用するに

あたり，介護度の変化のほか介護サービスの利用内容につ

いても分析することとなった．そこで，自治体独自の介護

システムより介護レセプト情報を追加した．

これらのデータと手法を利用した結果，対象期間は 5 年

において 17226 人を把握することができた．データ概要

を表 2 に示し，また突合率を図 6 に示す．レセプトと介護

ともにデータがあったのは 2.5%，レセプトと健診は

51.4%であった．国民健康保険中央会のデータによると，

健診と医療（レセプト）は 97.95%，医療（レセプト）と

介護は 99.06%と示されている 10)．本研究データでの突合

率の低さの理由は，全てのデータを対象として実施してい

るため，対象としたデータに存在していない人も含んだ形

式での突合率を算出しているためである．

 医療データを保存する場合はマサチューセッツ州の医

療データ公開問題のような事例もあることから，慎重に実

施する必要がある 18,19)．本研究プラットフォームにデー

タを格納する際は，個人を特定した ID のハッシュ値を格

納し，個人情報はプラットフォームに含んでいない．

医療専⾨家 研究者自治体職員

現状把握、ディスカッション・施策検討材料に

XXXの患者が多いです。
注意したほうが良いでしょう

健康診断で、YYYの
調査をしたほうが良いかと

ZZZのイベントを
開くのはどうでしょうか︖

市役所便りに掲載しましょう︕他の市町村と連携したい

X年後のXXX患者は
Y%の予測です。

地域医療課題解決型プラットフォーム

DB 分析機能
・機械学習
・確率統計
・予測、シミュレーション

KDBデータ 自治体取得データ
・特定健診データ
・医療レセプトデータ
・介護データ など

・健診アンケート
・人口動態 など← -------- →

紐付けが難しい

連携
------------

自治体の課題

自治体職員

・特定保健指導の重点先が定まっていない
・要介護認定者の申請前の健康状態を
正しく認識したい

・⾼⾎圧者が多そうだけど、本当︖︖

レセプト

健康診断

介護情報

Key︓KBD個⼈番号 Key︓後期⾼齢者保険者番号

医療情報

介護情報

自治体システム

KDB︓75歳以上KDB︓75歳未満

レセプト

健康診断

介護情報

Keyの統⼀化に利⽤

データ名
対象者
・個人属性要素

レセプト
40~74歳の医療情報
・KDB個人番号(国保個人番号̲員番号)

健康診断
40~74歳の検診情報
・KDB個人番号(国保個人番号̲員番号)

要介護情報
40~74歳の介護度情報
・KDB個人番号(国保個人番号̲員番号)

レセプト
75歳以上の医療情報
・被保険者番号（後期⾼齢者医療）
・住⺠コード
・KDB個人番号(国保個人番号̲員番号)

健康診断
75歳以上の検診情報
・被保険者番号（後期⾼齢者医療）
・住⺠コード
・KDB個人番号(国保個人番号̲員番号)

要介護情報
75歳以上の介護度情報
・介護保険番号
・宛名コード
・KDB個人番号(国保個人番号̲員番号)

後期⾼齢者システム
自治体独自のシステム、75歳以上の医療情報
・被保険者番号（後期⾼齢者医療）
・住⺠コード

介護システム
自治体独自のシステム、介護利⽤サービス情報
・介護保険番号
・宛名コード

一致

一致

一致

＊ 以下は要素名は違うが、同一情報
KDB個人番号(40~74歳) = 住⺠コード = 宛名コード

介護レセプト
介護サービス利⽤情報
・宛名コード
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表 2 データ概要 
データ 年齢 対象者数 データ件数

KDB データ 
レセプト 40〜74 歳 10782 291860 
レセプト 75 歳〜 5844 294526 
特定健診 40〜74 歳 7670 29060 
健康診査 75 歳〜 2264 6110 
介護情報 40〜74 歳 248 5000 
介護情報 75 歳〜 188 5000 
自治体独自のデータ

基本チェックリスト 8802 10432 
特定保健指導アンケート 341 1146 
介護レセプト 2552 681355 

図 6 KDB データ突合率 

５．KDB データを利用した地域特性分析 
KDB と自治体独自システムを利用して突合したデータ

を用いて，地域特性分析を実施した．対象者は 2,256 人で

あり，使用データ項目を表 3 に示す． 
表 3 地域特性分析利用データ概要 
項目名 内容

[介護項目] 
mean_care_cost 介護レセプト平均(点数) 
init_level 最初の介護認定レベル

level_coef 介護認定度の変化率

(最終–最初)/日数(年) 
init_age 最初の介護認定年齢

[医療項目] 
hospital_rate 医療レセプトの入院割合

mean_recept_cost 医療レセプトの平均金額

high_pressure_rate 高血圧割合

diabetes_rate 糖尿病割合

lipid_rate 脂質異常症割合

hyperuricemia_rate 高尿酸血症割合

ischemic_rate 虚血性心疾患割合

cerebrovascular_rate 脳血管疾患割合

表 4 クラスタ概要（太字：差が大きい部分） 

全てのデータを用いて主成分分析した結果を図 7 に示

す．図より，生活習慣病と医療費・入院率，介護はぞれぞ

れ軸が離れている．このことから，生活習慣病と医療費高・

入院率高，介護費用高の関係性は低いと言える．しかしな

がら生活習慣病は医療費の３割を占めており 20)，生活習

慣病予防が盛んに行われている．そこで主成分分析の射影

行列を用いて，地域の実情と合うグルーピングとなるよう，

対象者を 6 グループに分類し，特徴把握を試みた．各クラ

スタの特徴を表 4 に示す．

図 7 主成分分析（データ項目） 

クラスタ分析の結果より，各クラスタの特徴は表 5 であ

る．また本論文では詳細を示すことができないが，各クラ

スタは地域と関係性があることが確認できる．一つの考察

として高齢者介護施設や高齢者用アパートなどが存在し

ている地域には，高介護度の高齢者が多く住んでいること

が挙げられる．今後より詳細な分析を進め，地域との関係

性に及ぼす影響を把握する．

表 5 地域特性分析利用データ概要 
番号 特徴 内容

0 (軽度) 
生活習慣病->介護 

生活習慣病を持ちながら，中程

度の介護を受けている

1 健康->高齢介護 医療レセプトでは大きな病気は

見られないが，高齢で高介護度

での介護となり，介護費用がか

かる

2 (軽中度) 
生活習慣病->介護 

生活習慣病と付き合い，介護に

入っている．介護費は低く変化

率も中程度

3 入退院->若年介護 入院が多く医療費はかかってお

り，中程度の介護度，介護費と

なっている

4 (中度) 
生活習慣病->介護 

生活習慣病で他の病気も関係し

てリスクが高いが介護では費用

が低く，変化率も中程度

5 健康->中齢介護 健康で過ごしていたが，介護に

入り，高齢化とともに介護度の

変化率も大きい

レセプト 健康診断介護情報

75歳
未満

75歳
以上

75歳
未満

75歳
以上

75歳
未満

75歳
以上

両方にデータある6.4% 両方にデータある2.5%両方にデータある0%

介護 ＆ レセプト 2.5%

レセプト ＆ 健康診断 51.4%

介護 ＆ レセプト & 健康診断 1.6%

介護レセプト

75歳
未満

75歳
以上

基本チェックリスト

75歳
未満

75歳
以上

特定保健指導アンケート

75歳
未満

75歳
以上

介護 ＆ 介護レセプト 2.2%

介護 ＆ レセプト & 健康診断 & 基本チェックリスト 0.3%

介護 ＆ レセプト & 健康診断 & 基本チェックリスト 0.005%

介護レセプトにデータがある⼈のうち…
介護 ＆ 介護レセプト 15.0%

介護レセプト & レセプト ＆ 健康診断 28.4%

医療費
入院率

生活習慣病

介護

生活習慣病は医療費高・入院率高
とならない生活習慣病は

介護費用高に
繋がらない

番

号

人数 介護

費用

初期

介護度

介護度

変化率

初期認

定年齢

入院

割合

平均

コスト

高血圧 糖尿病 脂質

異常

高尿酸 虚血性 脳血管

0 224 中 低 中 高 低 低 中 中 高 低 高 高

1 385 大 高 低 高 低 低 中 低 低 低 低 中

2 427 小 低 中 低 低 低 高 高 高 低 低 高

3 187 中 中 低 低 高 高 低 中 低 低 低 高

4 199 小 低 中 中 低 低 高 高 中 高 中 中

5 839 小 低 高 中 低 低 低 低 低 低 低 低
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６．KDB データ利活用に関するアンケート 
KDB データ分析と合わせて，静岡県内の自治体に対し

て KDB 活用状況に関するアンケートを実施した． 

[概要] 
対象：静岡県内全 35 自治体と静岡県 
手法：Microsoft Forms を利用したアンケート 

KDB を活用していると考えられる部門にメールも

しくは問い合わせフォームより，アンケート依頼． 
期間：2022/1/24 (月) 〜1/31 (月) 

[アンケート内容]
1. 自治体名をお書きください 例：御前崎市

2. アンケートに回答してくださった課をご記入く

ださい  例：国保年金課

3. KDB（国保データベース）を管理している課はど

ちらでしょうか  例：国保年金課

4. KDB（国保データベース）を使用している課はど

ちらでしょうか 例：国保年金課と健康づくり課

5. KDB（国保データベース）以外にも，自治体独自

で介護・健康に関連するデータを取得しています

か．取得している場合は，どのような情報か教え

てください．

例：介護保険データ（介護度に関して管理），健

康アンケート(特定健診時に市民にアンケート依

頼，エクセル管理)
6. 自治体として，KDB データ利活用に関する課題

を感じていますか（選択）

・課題を感じており，取り組みもしている

・課題を感じているが，取り組んではいない

・課題を感じていない

・その他

7. KDB を利活用した取り組みはありますか．取り

組んでいない場合は，KDB 活用についてどのよ

うに考えているかお書きください．

アンケートの回答数は 22 で，回答率は 61.1%であった．

また，アンケートに回答してくださった課（質問 2）とし

ては，国保年金課，健康づくり課，住民生活課が多かった．

また KDB を管理している課（質問 3），使用している課

（質問 4）は複数部署の記載が多く，多くの課が KDB 情

報を業務に利用していることがうかがえた．

しかし，質問 6（KDB データ利活用に関する課題を感

じていますか）に関しては 12 の自治体が，課題を感じて

いるが，取り組んでいないと回答している（図 8）．KDB
を利活用した取り組み（質問 7）についても，基本分析や

統計分析に留まっており，活用が進められていないことが

確認できた（表 6）．このようなことからも，データを分析

しやすいプラットフォーム構築が望まれていることがわ

かる．今年度はアンケートに回答してくださった自治体の

うち，富士市，長泉町，小山町にインタビューを行なった．

来年度も引き続き実施し，静岡県内の KDB 活用状況の詳

細な把握を行なっていく．

図 8 自治体として，KDB データ利活用に関する課題を感

じていますか（質問 6） 

表 6  KDB を利活用した取り組みはありますか．取り組

んでいない場合は，KDB 活用についてどのように考えて

いるかお書きください．（質問 7 一部抜粋） 
回答

重複多受診の管理に利用している

国保や後期保健事業対象者の抽出，進捗管理，評価等を行うた

めに使用．また，国保ヘルスアップ事業や後期一体的実施事業

を行うにあたり，健診結果や医療費分析等から健康課題の抽

出～事業評価まで，KDB を活用して実施している． 
医療分析等できるところまで至っていないのが現状です．来

年度から高齢者の保健事業と介護予防の一体化事業を実施予

定でいます．地域の課題分析，KDB の活用等を担う専門的な

分析できる保健師を配置して，活用していきたい．

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関して，地域の

全体像の把握や健康スコアリングから地域の健康課題等を分

析している．

保健事業計画，一体的実施に係る医療費分析及び健康課題の

抽出や，家庭訪問や各事業の対象者抽出等に活用しています． 
「高齢者の保険事業と介護予防の一体的な実施」において，Ｋ

ＤＢを用いて健康状態不明者の把握を行っており，その者た

ちに対し，訪問を行っている．

７．さいごに

本研究では，医療・介護・保健関連データを連携するプ

ラットフォームを構築し，医師の知見を反映させながら分

析結果を自治体へフィードバックするとともに，KDB デ

ータ活用状況に関する把握を行なった．

日本において，医療・介護・保健関連データ，その中で

もKDBデータに関しては自治体が利用できるような基盤

が構築されているが，利活用が難しいことが先行研究と本

研究で実施した静岡県内の自治体を対象としたアンケー

トより明らかになった．また御前崎市を対象として KDB
データの利用を検証したところ，75 歳を境に個人番号が

変わっており，長期間でのデータ分析の難しさが明らかと

なった．

本取り組みは来年度も引き続き実施し，KDB データや

その他健康関連データの活用に関しての課題の把握と，デ

ータ利活用の効果について検証していきたい．
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